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  ④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 27,254 21,932

減価償却費 33,432 35,871

減損損失 656 362

退職給付引当金の増減額（△は減少） △29 △851

前払年金費用の増減額（△は増加） △611 2,371

たな卸資産評価損 42 1

販売用土地評価損 1 12

投資有価証券評価損益（△は益） 163 33

固定資産除却損 2,262 2,052

固定資産圧縮損 920 450

受取利息及び受取配当金 △1,015 △642

支払利息 5,116 5,374

投資有価証券売却損益（△は益） － △72

工事負担金等受入額 △880 △446

退店補償金 782 1,005

営業債権の増減額（△は増加） 356 △1,646

たな卸資産の増減額（△は増加） △138 2,583

営業債務の増減額（△は減少） △559 54

その他 △1,418 △162

小計 66,334 68,284

利息及び配当金の受取額 1,020 645

利息の支払額 △4,495 △4,740

退店補償金の支払額 △603 △1,630

法人税等の支払額 △18,269 △7,895

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,986 54,663

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △88,669 △85,173

工事負担金等受入による収入 7,122 8,466

投資有価証券の取得による支出 △628 △13,297

投資有価証券の売却及び償還による収入 22 325

その他 △690 △2,134

投資活動によるキャッシュ・フロー △82,844 △91,813

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 810 249

長期借入れによる収入 30,830 15,750

長期借入金の返済による支出 △12,308 △11,366

社債の発行による収入 29,878 19,908

社債の償還による支出 △10,000 －

自己株式の取得による支出 △3,819 △142

配当金の支払額 △3,683 △3,660

その他 △232 △290

財務活動によるキャッシュ・フロー 31,474 20,448

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,382 △16,694

現金及び現金同等物の期首残高 58,167 50,784

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  50,784 ※1  34,090
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平成21年６月26日

京王電鉄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている京王電鉄株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、京王電鉄株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員
公認会計士   柿   沼   幸   二   印

業務執行社員
   

指定社員
公認会計士   佐   々   誠   一   印

業務執行社員
   

指定社員
公認会計士   湯   口       豊   印

業務執行社員

＜財務諸表監査＞
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、京王電鉄株式会

社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運

用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、京王電鉄株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

 

＜内部統制監査＞

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成22年６月29日

京王電鉄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている京王電鉄株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、京王電鉄株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員
公認会計士   柿   沼   幸   二   印

業務執行社員
   

指定社員
公認会計士   池   田   澄   紀   印

業務執行社員
   

指定社員
公認会計士   阿   部   與   直   印

業務執行社員

＜財務諸表監査＞
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、京王電鉄株式会

社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運

用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、京王電鉄株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

 

＜内部統制監査＞

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月26日

京王電鉄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている京王電鉄株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第88期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、京王電鉄株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

 

独立監査人の監査報告書
 

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員
公認会計士   柿   沼   幸   二   印

業務執行社員
   

指定社員
公認会計士   佐   々   誠   一   印

業務執行社員
   

指定社員
公認会計士   湯   口       豊   印

業務執行社員

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 

─ 106 ─



 

  

平成22年６月29日

京王電鉄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている京王電鉄株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第89期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、京王電鉄株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

 

独立監査人の監査報告書
 

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員
公認会計士   柿   沼   幸   二   印

業務執行社員
   

指定社員
公認会計士   池   田   澄   紀   印

業務執行社員
   

指定社員
公認会計士   阿   部   與   直   印

業務執行社員

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月29日 

【会社名】 京王電鉄株式会社 

【英訳名】 Keio Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  永 田  正 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿三丁目１番24号  

(注)本社業務は下記本社事務所において行っております。  

(本社事務所) 東京都多摩市関戸一丁目９番地１  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長永田正は、当社グループの財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有して

おり、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る

内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」 に示されている内部統制の基本

的枠組みに準拠して、財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止または発見することができない可能性があります。 

  

当社は、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に基づき、 「内部統制

（財務報告）の推進・評価指針」を制定し、評価の範囲の決定基準、基準日、評価手続などの基本的な事

項を定めております。具体的な評価の範囲、評価スケジュールなどについては、毎年度、 「実施計画」

を策定しております。 

（１）評価の範囲 

①評価の範囲の決定基準  

 全社的な内部統制、業務プロセスに係る内部統制ともに、前連結会計年度の財務報告の数値（連結

会社間取引消去後）に当連結会計年度の変動要素を加味し、金額的な重要性に加え質的な重要性も考

慮して、評価する事業拠点及び業務プロセスを決定しております。また、全社的な内部統制は、財務

報告全体に重要な影響を及ぼすため、業務プロセスに係る内部統制の評価の範囲は、全社的な内部統

制の評価結果を踏まえ、決定しております。なお、事業拠点の単位は、原則、会社単位とし、複数社

が一体として事業を行っている場合は、１つの事業拠点としております。 

 全社的な内部統制の評価の範囲は、当社及び連結子会社のうち、前連結会計年度の営業収益（連結

会社間取引消去後）の金額が高い事業拠点から合算していき、前連結会計年度の連結営業収益の95％

以上を占める事業拠点としております。持分法適用会社については、財務報告に重要な影響を及ぼし

ておらず、今後もこの状況が続くものと考えられるため、評価の範囲から除外しております。なお、

全社的な観点で評価することが適切な決算・財務報告に係る業務プロセスについては、全社的な内部

統制と同一の事業拠点を評価の範囲としております。 

 業務プロセスに係る内部統制については、重要な事業拠点を選定し、当該事業拠点における企業の

事業目的に大きく関わる勘定科目に至る業務プロセス、見積りや経営者による予測を伴う勘定科目に

至る業務プロセスを評価の範囲としております。 重要な事業拠点は、 全社的な内部統制が有効な場

合、前連結会計年度の営業収益（連結会社間取引消去後）の金額の高い事業拠点から合算していき、

前連結会計年度の連結営業収益の２／３以上を占める事業拠点を選定しております。さらに、財務報

告に対する影響の重要性を考慮して、個別に事業拠点及び業務プロセスの追加を検討しております。

②当年度の評価の範囲  

 全社的な内部統制で19事業拠点（当社及び連結子会社23社）を評価の範囲としました。業務プロセ

スに係る内部統制では、全社的な内部統制が有効であったことを受け、６事業拠点（当社及び連結子

会社９社）を重要な事業拠点とし、企業の事業目的に大きく関わる「営業収益」「売掛金」「商品」

「原材料」に至る業務プロセス、 見積りや経営者による予測を伴う「税効果会計」「退職給付会

計」「固定資産の減損会計」で計上される勘定科目に至る業務プロセスを評価の範囲としました。ま

た、１事業拠点（連結子会社１社）を個別に追加し、「営業収益」「売掛金」「仕掛品」に至る業務

プロセスを評価の範囲としました。 

（２）評価の基準日  

 当連結会計年度末日である平成22年３月31日としました。 

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】



（３）評価手続  

 全社的な内部統制の評価を行った後、その結果を踏まえ、業務の流れを分析し、統制上の要点とし

て、財務報告の虚偽の記載を効果的に防止または発見できる統制を識別し、当該統制の評価を行いまし

た。統制上の要点にＩＴを利用している場合は、当該システムの開発・変更管理、アクセス管理などの

統制の評価も行いました。 

 個々の統制の有効性については、整備状況と運用状況の２つの観点から評価を行い、統制が実際に業

務に適用され、財務報告の虚偽の記載を効果的に防止または発見できるよう設計されており、一貫して

運用されている場合、当該統制は有効であると判断しております。評価の結果、有効でなかった統制に

ついては、是正措置を実施した後、再評価を行いました。財務報告に係る内部統制全体としては、基準

日までに是正されなかった不備を集計し、重要な欠陥が存在しない場合、有効であると判断しておりま

す。重要な欠陥は、一定の金額（連結税金等調整前純利益の概ね５％）を上回る虚偽記載、または質的

に重要な虚偽記載をもたらす不備で、発生可能性が高いものとしております。 

３ 【評価結果に関する事項】 

上記の評価の結果、平成22年３月31日現在において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効で

あると判断しました。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月29日 

【会社名】 京王電鉄株式会社 

【英訳名】 Keio Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 永 田  正 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿三丁目１番24号 

 (注)本社業務は下記本社事務所において行っております。 

 (本社事務所) 東京都多摩市関戸一丁目９番地１ 

 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長永田正は、当社の第89期（自平成21年４月１日至平成22年３月31日）の有価証券報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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